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法改正の概要
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自立生活援助の指定基準

事業者要件 居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・宿泊型自立訓練・共同生活援助・障
害者支援施設・指定相談支援事業を行う事業者でなければならない。

人員基準 ●管理者
●サービス管理責任者（地域生活分野） ３０：1 →モニタリング頻度は３月以内に１回
●地域生活支援員 ２５：１が標準
初年度は利用者の見込数×９０％により必要な人員を配置すること

※原則専従が基本であるが、サービス提供に支障がない場合は、従業者を当該自立生活援
助事業所の管理者や他の事業所又は施設等の職務に従事させることができる。

※相談支援事業所の従業者、併設する他の障害福祉サービス事業所又は障害者支援施
設等の管理者又はサービス管理責任者の職務と兼務する場合については、業務に支障がな
い場合として認めるものとする。
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一般就労後、６か月間の
定着支援義務

（一般就労へ移行し、6か月経過後）
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管理者（左記と兼務）
サービス管理責任者 60:1

（左記と兼務）
就労定着支援員 40:1

（単独配置or左記と兼務）

就労定着支援の指定基準

事業者要件 指定就労定着支援事業者は、過去３年間において平均１人以上、通常の事業所に新
たに障害者を雇用させている生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援に係
る指定障害福祉サービス事業者でなければならない。
過去３年の一般就労者 ３人以上

人員基準 ●管理者
●サービス管理責任者（就労分野） ６０：1 →モニタリング頻度は６月以内に１回
なお、就労定着支援事業所が生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援の
指定を併せて受け一体的に就労定着支援を運営する場合は、すべてのサービスの利用
者の数をあわせ６０で除した数以上
●就労定着支援員 ４０：１
初年度は利用者の見込数により必要な人員を配置すること
または一体的に実施する就労移行支援等の過去3年間の一般就労者×７０％

一体的運営のイメージ
（就労移行支援の場合）

管理者
サービス管理責任者 60:1

職業指導員+生活支援員 6:1
就労支援員 15:1

就労移行支援事業所 就労定着支援事業所
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日中サービス支援型共同生活援助の指定基準

事業者要件 短期入所（単独型か併設型１床以上）を併設すること
自立支援協議会等に運営報告を行い、評価を受け、助言等を聞く機会を設けること

人員基準 ●管理者（常勤）
●サービス管理責任者（地域生活分野） ３０：1
●世話人 ５：１以上（４：１、３：１であれば報酬で評価）
●生活支援員 利用者の障害支援区分に応じた必要数（現行の基準と同じ）
●夜間支援従事者 共同生活援助及び短期入所に従事する世話人又は生活支援員
（宿直は不可、夜間支援等体制加算は基本報酬に含まれるため算定不可）

運営のイメージ

定員 ２～１０人
（最低合計定員は４人）

共同生活援助

定員 １～５人
（空床利用型は不可）

短期入所

※上記職員が兼務

１人以上は
常勤

構造上、共同生活住居ごとの独立性が確保されており、利用者の支援に支障がない場合は、１つの建物に複数の共同
生活住居を設けることができるものとする。この場合において、１つの建物の入居定員の合計は20人以下とする

24時間の
配置が必要
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【対象者】 以下すべてを満たす者

・65歳到達前５年間に障害者総合支援法の居宅介護、重度
訪問介護、生活介護、短期入所の支給決定を受けていた者
が、65歳以後介護保険法の訪問介護、通所介護、短期入所
生活介護、地域密着型通所介護、小規模多機能型居宅介護
を受ける場合
・障害支援区分２以上
・ 65 歳に達するまでに介護保険法による保険給付を受けて
いない者
・本人及び配偶者が市町村民税非課税

（共生型サービス）
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情報公表制度

・利用者や家族が適切なサービスの選択ができるよう、インター
ネットで事業所情報を閲覧できる制度が開始となる
・事業者は2018年（H30）4月から8月にかけ、情報公表
システムに事業所情報等を入力し、9月より全面施行予定
・共生型サービス事業所は対象
・基準該当事業所は対象外

【概要】
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（中核市含む）
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情報公表制度に協力しない場合や虚偽の報告が認められた場合は、指定権者による調査を経
て、行政処分の対象となり得ます。円滑な制度運用に協力をお願いします。

（中核市含む）



共生型サービス

・『地域共生社会』の実現に向けた関係法令の改正が行われ、訪問（ヘル
パー）・通所（デイサービス）・短期入所（ショートステイ）の事業において、
児童福祉法・障害者総合支援法・介護保険法のいずれかの指定を受けて
いれば、他法の指定を受けやすくなる基準の特例が設けられた。
・本体事業の定員内で人員及び設備を変えることなく本体事業及び共生
型サービスの利用者を受け入れることが可能。
・共生型サービスの指定を受ける場合は、別途指定申請が必要。

【概要】
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本体事業の利用者と共生型サービスの利用者の
合計数に対し本体事業として必要な数以上の人
員配置を満たすこと。

共生型サービスを実施するうえで関係施設から必
要な技術的支援を受けていること。

【通所による共生型サービスの報酬】
H30.4～

共生型児童発達支援 560単位
共生型放課後等デイサービス

放課後 427単位
休日 551単位

共生型生活介護（Ⅰ） 694単位
共生型自立訓練（機能訓練）

696単位
共生型自立訓練（生活訓練）

661単位
共生型通所介護：要介護度５

1,045単位
（定員20人，通常規模型，7H以上8H未満の場合）

※共生型サービスの加算要件を満たしていれ
ば、届出の上、算定することができる

①共生型サービスのイメージ（１）
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本体事業 通所介護

定員20人

本体事業 通所介護
共生型児童発達支援（児童福祉法）

共生型放課後等デイサービス（児童福祉法）
共生型生活介護（障害者総合支援法）

共生型自立訓練（機能訓練）（障害者総合支援法）
共生型自立訓練（生活訓練）（障害者総合支援法）

定員20人

【介護事業所の例】

共生型サービス

複数の指定を
受けることも可能

本体事業 生活介護

定員20人

本体事業 生活介護
共生型児童発達支援（児童福祉法）

共生型放課後等デイサービス（児童福祉法）
共生型通所介護（介護保険法）

定員20人

【障害事業所の例】

共生型サービス

複数の指定を
受けることも可能

①共生型サービスのイメージ（２）
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児童福祉法 障害者総合支援法 介護保険法

指定権者 高知県障害保健福祉課
H31年度から高知市へ権限移譲

高知市障がい福祉課 高知市介護保険課

給付主体 市町村 市町村 保険者

ケアプラン
作成者

障害児相談支援事業所
相談支援専門員

特定相談支援事業所
相談支援専門員

居宅介護支援事業所・介護予防支援事業所
介護支援専門員等

ケアプラン
名称

障害児支援利用計画 サービス等利用計画
居宅サービス計画・介護予防サービス計画
利用票・利用票別表、提供票・提供票別表

訪問
（ヘルパー）

居宅介護
重度訪問介護

訪問介護

通所
（デイ）

児童発達支援
放課後等デイサービス
※重心特例事業所は除く

生活介護 ※重心特例事業所は除く

自立訓練（機能訓練）
自立訓練（生活訓練）

※障害者支援施設が実施する昼間サービ
スは対象外

通所介護（定員19人以上）
地域密着型通所介護（定員18人以下）

小規模多機能型居宅介護（通い部分）
介護予防小規模多機能型居宅介護（通い部分）
看護小規模多機能型居宅介護（通い部分）

短期入所
（ショート）

短期入所

※障害者支援施設も対象

短期入所生活介護
介護予防短期入所生活介護

小規模多機能型居宅介護（泊まり部分）
介護予防小規模多機能型居宅介護（泊まり部分）
看護小規模多機能型居宅介護（泊まり部分）

共
生
型
サ
ー
ビ
ス

②各法における共生型サービス一覧
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基準該当生活介護 共生型生活介護

基本報酬 サービス費Ⅰ 694単位 サービス費Ⅰ 694単位

食事提供
体制加算

可 30単位 可 30単位 対象は低所得者のみ

送迎加算 不可
可 Ⅱ 週3回以上の送迎体制があること 片道10単位

障害支援区分５、６の者が60%以上の場合 28単位加算
サービス管理責任
者配置等加算※１ 不可 可 58単位 サービス管理責任者（介護分野）の修了必要

福祉専門職員
配置等加算

不可

可
Ⅰ 常勤職員のうち社会福祉士等※２が35%以上の場合 15単位
Ⅱ 常勤職員のうち社会福祉士等が25%以上の場合 10単位
Ⅲ 常勤割合75%以上 又は 6単位

勤続3年以上の常勤職員が30%以上

運営基準 通所介護の基準 生活介護の基準

③通所介護事業所が実施する基準該当生活介護事業所が
共生型生活介護に移行した場合の報酬等の考え方（一部抜粋、新たに指定が必要）

※１ サービス管理責任者の配置に加え地域に貢献する活動（地域交流の場の提供等）を実施する
※２ 社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・公認心理士 22



■児童福祉法に基づく障害児通所支援事業

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ
く障害福祉サービス事業

■介護保険法に基づく居宅サービス事業
■介護保険法に基づく地域密着型サービス事業
■介護保険法に基づく介護予防サービス事業
■介護保険法に基づく地域密着型介護予防サービス事業

④共生型サービス実施時の定款記載例
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■共通部分
個別支援計画の作成、モニタリング、運営規程・重要事項説明書の掲示、
職員研修体制、苦情解決措置、事故報告、虐待防止に係る体制整備・・・等

■会計区分
本体事業と共生型サービスを一体的に運営していても、会計を分ける
支出については按分等根拠づけが必要（処遇改善加算も同じ）

■保険と税の違い
法定代理受領による給付額の通知 介護保険→不要 障害→事業者が通知
サービスの決定 介護保険→ケアマネ 障害→市町村
利用者契約報告 介護保険→不要 障害→市町村へ報告（短期除く）

■請求事務
介護保険 → ケアマネに実績報告のうえ国保連に請求
障害 → 国保連に請求

⑤共生型サービス実施時の留意点
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児童福祉法
高知県障害保健福祉課 事業者担当
高知市丸ノ内1丁目2-20 県庁1F
TEL:088-823-9635 FAX:088-823-9260

障害者総合支援法
高知市障がい福祉課 生活支援係
高知市本町5丁目1-45 第二庁舎1F
TEL:088-823-9378 FAX:088-823-9370

介護保険法
高知市介護保険課 事業係
高知市本町5丁目1-45 第二庁舎2F
TEL:088-823-9972 FAX:088-824-8390

⑥高知市に所在する事業所の指定申請先

相談や申請については予約のうえご来庁ください
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その他変更点
①サービス提供事業者は、毎月のサービス利用状況を特定相談支援事業
者・障害児相談支援事業者に報告（セルフプランの者へは不要）
※冊子P47参照

サービス提供実績記録票

支給決定障害者氏名 ●● ●●

障害福祉サービス事業所 ●●

3/5 ○時～○時
3/8 ○時～○時
3/12 体調不調によりキャンセル
3/15 ○時～○時
3/19 ○時～○時
3/22 ○時～○時
3/26 ○時～○時
3/29 ○時～○時

コメント
・・・・・・・・・・・・・ 担当：●●

具体的な例として、

・サービス提供翌月に、
・サービス提供実績記録票へ、
・利用者の利用状況や留意事項をコメントし、
・郵送やファックス等で 報告。

ファックスの場合は氏名のイニシャル表記など
個人情報の取扱に注意

内容の例

・欠席の状況
・健康面の状況
・生活面の状況
・本人の意向状況
・個別支援計画の目標達
成や変更に係る事項

など、サービス提供事業者
が相談支援事業者に報告
し、利用者への支援及び
連携を想定。
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②自立訓練におけるサービス対象障害種別の撤廃

機能訓練：身体障害者
生活訓練：知的障害者・精神障害者

の種別が撤廃され、全障害へのサービス提供が可能

見直しする事業所は、運営規程に障害種別を追記改正のうえ、高
知市へ10日以内に変更届を提出のこと

③福祉・介護職員処遇改善加算 （Ⅳ）（Ⅴ）の廃止
※冊子P21参照
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④行動援護における従業者・サービス提供責任者要件の経過措置延長
※2021年（H33）3月まで延長 冊子P28参照
※同行援護は経過措置の延長なし、人員基準を最終点検のこと

⑤生活介護・自立訓練の運営基準改正（職場定着支援）
当該事業を経て一般就労した障害者に対し、障害者就業・生活支援
センター等の関係機関と連携して、当該障害者が就職した日から６月以
上、職業生活における相談等の支援の継続に努めなければならない規定
が追記。
※就労移行支援は従来より義務規定あり
※就労継続支援は従来より努力義務規定あり

障害福祉サービスを経て一般就労した障害者を少なくとも６月間フォローし、それでもなお支援が
必要な場合は「就労定着支援サービス」等につなげる
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加算届出に係る留意点
 新設される加算で届出が必要なもの
 前年度実績により体制状況が変更となる場合（人員配置体制・夜間支
援等体制・就労定着支援体制・就労移行支援体制等）

 基本報酬区分の決定（就労移行支援、就労継続支援の全事業所）

4月16日（月）までに所定様式を提出のこと（4/1に遡及して算定可：特例扱い）

①介護給付費等算定に係る体制等に関する変更届出書（様式第43号）
②介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
③各加算届出様式
人員配置に関する加算の場合は
④勤務形態一覧表、2017年度（H29）利用者数調査票
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 人事異動等により算定できる加算は特例扱いにはならないため、
前月15日までに届出を行うこと



まとめ
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制度改正・報酬改定により、「地域生活」「就労」「障害児」の強化
地域共生社会の実現

障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画の策定と実践
（2018年度～2021年度）

自立支援協議会を中心とした相談支援体制再構築
・基幹相談支援センターを2019年度（H31）中に開設予定
・相談支援専門員等との連携強化

サービス等の基盤整備、資質向上への取組

全国の動向

高知市の取組


